労働者・若者に雇用と公正な働くルールを！

中小企業・業者に仕事と適正単価を！

大田区に地域経済の振興対策を求めるための緊急アピール
（仕事・雇用のための大田緊急アピール）

２０１３年１０月

不況打開・機械金属工業地帯を守り、商店街と地域の活性化をめざす大田区実行委員会（不況打開大田区実行委員会）

　大田区は中小企業とそこで働く労働者の町です。この町が衰退の危機に見まわれています。私たちは、苦境に陥っているこの地域を立て直したいと願っています。そのために大田区が中小企業の仕事を増やし、労働者の安定した雇用を確保するための緊急施策（後記）を実施するよう要求します。この緊急アピールへの多くの皆さんの賛同を呼びかけます。

　日本経済は２０年間も経済成長できない国になっています。勤労者の平均賃金はピーク時の１９９７年から２０１２年の間に約７０万円も目減りしています。若者の半分、女性の半分が非正規雇用の上、失業率は高止まりの状態です。賃下げ、非正規拡大がデフレ不況の悪循環をつくりだしているのです。その上、企業数の９割、雇用の７割を占め日本経済の根幹をなす中小企業は収益減が続き廃業・倒産の危機にさらされています。

　政府は消費税率５％を２０１４年４月に８％、２０１５年１０月には１０％に引き上げようとしていますが、日本経済が低迷し、東日本大震災からの復興が遅れているのに、それどころではありません。消費税大増税に断固反対することを呼びかけます。

　大田区でも事態は深刻です。

　かつては町工場の数は９０００社を超え、工場労働者は９万人を超えていました。商店数も小売業で１万店を超え、従事者は５万人を超えていました。ところが今、工場数は４０００社を割っているといわれ、小売店数も５千店を割っています。原因は、大企業が生産拠点を海外に移転し続けたため産業空洞化が広がったこと、大店法が廃止され大型スーパーが乱出店したことです。

　大田区の労働者の一人当たりの給与所得は東京都平均を２５万円以上下回り、全国平均よりも低くなっています。

　日本経済の「失われた２０年」、デフレ不況から抜け出す道は、中小企業・業者の仕事を増やし、労働者の賃金を上げ、人間らしく働ける雇用のルールをつくることです。そのために、大企業に異常にためこまれた内部留保２６０兆円を日本経済に還流させること、国と地方自治体がまともな働くルールをつくり、中小企業にたいし日本経済の根幹にふさわしい積極的な支援・振興策をすすめることです。そうしてこそ、国民の所得が増え、家計が温まり、日本経済を内需主導の健全な成長軌道にのせることができます。

　大田区で中小企業・業者の努力と労働者のたたかいが広がっています。

　中小企業・業者と労働者が運動し「ものづくり緊急支援事業」を実現し２００社が利用しました。中小企業が仲間のネットワークと技術力を生かし、新しいものづくりや再生可能エネルギー活用の新製品を開発しようとしています。さらに運動で「住宅リフォーム助成制度」を実現し、使い勝手がよいような改善と予算拡充をかちとり、区民にこの制度を活用するよう呼びかけています。

　一方全国各地で、地域経済を立て直すとりくみがおきています。東大阪市は２０１３年４月に「中小企業振興条例」を施行し、中小企業支援にのりだしています。高崎市は「まちなか商店リニューアル助成事業」を実施し、店舗改装に最大で１００万円を補助しています。最近では足立区や多摩市で、労働者の生活の安定を図り、公共サービスの質の向上と地域経済・地域社会の活性化を図ることを目的に「公契約条例」が制定されるなど、各地で同趣旨の条例が次々と制定されています。

　「中小企業・業者に仕事と適正単価を！労働者・若者に雇用と公正な働くルールを！」という声が広がり、それを実現するさまざまな努力が繰り広げられている今、大田区が行政の力を発揮して区内の実態調査を行い、地域経済振興に本格的にとりくむことが求められます。

　区内中小企業・業者と労働者のなかにたくさんの切実な要求がありますが、そのなかで私たちは次の五点を大田区に緊急に要求します。

１．中小工場の仕事おこしと存続努力への支援を

　◎町工場が連携して行う仕事・新産業おこしの取り組みにたいし助成制度を創設すること

　◎工場存続のための固定費や後継者育成に直接助成すること

２．建設業者に仕事を

　◎現在の住宅リフォーム助成制度をもっと拡充し建設業者の仕事をふやすこと

３．商店の顧客増を

　◎店舗リニューアル助成制度を創設し商店の顧客増をはかること

４．若者に雇用を、労働者に働くルールを

　◎区役所に雇用支援・労働相談窓口を新設し、安定した仕事確保と公正な働くルール実現をめざすこと

５．大田区の発注を適正価格にし地域経済振興を

　◎大田区が発注する仕事（物品・役務・工事など）について低賃金・低単価をなくし、下請業者と労働者の営業・生活を守り、地域経済を温めるための条例を制定すること

　私たちは、この「緊急アピール」に広範な皆さんが賛同し、それをまわりに広めることを呼びかけます。そして、大田区に緊急要求の実現を要請することを呼びかけます。

